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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第55期

第１四半期連結
累計期間

第56期
第１四半期連結
累計期間

第55期

会計期間

自平成24年
３月１日
至平成24年
５月31日

自平成25年
３月１日
至平成25年
５月31日

自平成24年
３月１日
至平成25年
２月28日

売上高（千円） 4,206,5554,226,47817,937,044

経常利益（千円） 548,941 360,5521,335,660

四半期（当期）純利益（千円） 346,848 270,4121,173,515

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
704,746 913,1262,012,545

純資産額（千円） 12,456,02214,564,11013,704,102

総資産額（千円） 19,743,76020,963,77819,685,446

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
18.33 14.39 62.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 14.26 －

自己資本比率（％） 58.3 63.9 64.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第55期第１四半期連結累計期間及び第55期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1)  業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、新興市場の継続的な成長や米国経済の回復傾向などが見られ

た一方で欧州市場は引き続き停滞感が続くなど二極化をみせたまま推移いたしました。

また、わが国の経済は、政治主導による経済政策が功を奏し、円高是正が進み輸出企業を中心に業績の回復が見

られたことから、株式市場においては上昇気運が高まりました。しかし、実体経済においてはいまだ消費マインド

が向上しないなど、経済活動の本格的な回復には至りませんでした。

当社グループの主要な取引先であります自動車産業界におきましては、生産の回復基調が鮮明となり、円安の影

響もあって業績は堅調であります。しかしながら生産活動の海外シフトは継続して進んでおり、国内生産の低迷と

いった構造的な問題により、将来への懸念材料も残されています。

こうした環境のもと、当社グループといたしましては、中期経営戦略に掲げた「特殊工具のオンリーワン・カン

パニーとなる」「加工点まわりのトータル・エンジニアリング・カンパニーとなる」といったテーマのもと、取

引先との取引深耕に努め、受注確保を図ってまいりました。しかしながら売上原価の増加などにより利益について

は前年同期と比較して減少しました。

その結果、売上高は42億２千６百万円（前年同四半期比0.5％増）、営業利益１億８千８百万円（前年同四半期

比42.7％減）、経常利益３億６千万円（前年同四半期比34.3％減）、四半期純利益２億７千万円（前年同四半期比

22.0％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

自動車産業界における国内生産は堅調に推移し、また新興国市場向けの設備投資等が好調に推移いたしました。

その結果、売上高は26億６千５百万円（前年同四半期比1.3％増）となりましたが、利益面につきましては売上

原価の増加などにより、セグメント利益は１億３千７百万円（前年同四半期比26.6％減）となりました。

②アジア

当セグメントの自動車産業界における工具需要は、東南アジアでは好調に推移したものの韓国では減少するな

ど、当地域の中でも格差が見られました。

その結果、売上高は８億８千万円（前年同四半期比3.1％減）となり、利益面につきましては売上原価の増加な

どにより、セグメント利益は４千万円（前年同四半期比64.0％減）となりました。

③北米・中米

自動車産業界における自動車生産の回復を受け、工具の需要が増加に転じてまいりました。

その結果、売上高は３億１千１百万円（前年同四半期比23.1％増）、セグメント利益は１千８百万円（前年同四

半期比183.2％増）となりました。

④オセアニア

豪ドル高にともなう国内製品の競争力低下、国内の小売業界不調等の影響を受け、当地域において販売しており

ます住宅用断熱資材、バブルバック製品の需要は減少いたしました。

その結果、売上高は２億９千５百万円（前年同四半期比11.7％減）、セグメント損失は３千１百万円（前年同四

半期は１千６百万円のセグメント利益）となりました。

⑤その他　

当地域におきましては、売上高は７千３百万円（前年同四半期比7.6％減）、セグメント利益は０百万円（前年

同四半期比88.3％減）となりました。
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(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産は12億７千８百万円増加して

209億６千３百万円となりました。

これは主に、有価証券が５億１千２百万円、商品及び製品が２億１千５百万円、投資有価証券が２億２千３百万

円それぞれ増加したことなどによるものであります。

また、負債は前連結会計年度末と比較して、４億１千８百万円増加して63億９千９百万円となりました。

これは主に、１年内返済予定の長期借入金７千７百万円、賞与引当金が９千７百万円、長期借入金が１億８千７

百万円それぞれ増加したことなどによるものであります。

また、純資産は前連結会計年度末と比較して、８億６千万円増加して145億６千４百万円となりました。

これは主に利益剰余金が２億１千４百万円、為替換算調整勘定が４億３千３百万円、少数株主持分が１億３千２

百万円それぞれ増加したことなどによるものです。

なお、当第１四半期連結会計期間の自己資本比率は63.9％となっております。

　

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は２千２百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5)　従業員数 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数について著しい増減はありません。

　

(6)　生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績について著しい変動はありません。

　

(7)　主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における計画の著しい変

更はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年７月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,533,891 21,533,891
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 21,533,891 21,533,891 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年３月１日～

平成25年５月31日 
－ 21,533,891 － 2,882,016 － 4,132,557

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成25年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成25年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    2,740,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   18,593,000          　18,593 －

単元未満株式 普通株式      200,891 － －

発行済株式総数            21,533,891 － －

総株主の議決権 －             18,593 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式741株が含まれております。 

　

②【自己株式等】

　 平成25年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

富士精工株式会社
豊田市吉原町平子26

番地
2,740,000 － 2,740,000 12.72

計 － 2,740,000 － 2,740,000 12.72

（注）　当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は2,741,716株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年３月１日から平成

25年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成25年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,357,837 2,466,997

受取手形及び売掛金 4,828,500 4,722,429

有価証券 701,175 1,213,187

商品及び製品 1,460,671 1,676,290

仕掛品 391,932 390,123

原材料及び貯蔵品 308,298 361,614

繰延税金資産 178,334 190,979

その他 146,590 232,156

貸倒引当金 △16,126 △17,633

流動資産合計 10,357,214 11,236,145

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,568,460 2,628,736

機械装置及び運搬具（純額） 2,852,488 2,940,126

土地 1,375,940 1,409,838

建設仮勘定 11,699 34,383

その他（純額） 177,051 178,445

有形固定資産合計 6,985,641 7,191,530

無形固定資産 210,480 226,171

投資その他の資産

投資有価証券 1,898,190 2,121,450

長期貸付金 3,430 3,194

繰延税金資産 42,838 45,622

その他 222,627 174,641

貸倒引当金 △34,976 △34,976

投資その他の資産合計 2,132,110 2,309,931

固定資産合計 9,328,232 9,727,633

資産合計 19,685,446 20,963,778
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,035,615 1,101,933

短期借入金 743,146 776,024

1年内返済予定の長期借入金 705,798 783,204

未払法人税等 81,513 84,165

賞与引当金 119,164 216,724

繰延税金負債 1 －

その他 961,835 935,458

流動負債合計 3,647,075 3,897,510

固定負債

長期借入金 471,516 659,448

繰延税金負債 91,108 112,829

退職給付引当金 1,559,968 1,553,593

その他 211,674 176,286

固定負債合計 2,334,268 2,502,157

負債合計 5,981,344 6,399,668

純資産の部

株主資本

資本金 2,882,016 2,882,016

資本剰余金 4,165,413 4,165,413

利益剰余金 6,637,915 6,851,949

自己株式 △753,988 △754,226

株主資本合計 12,931,356 13,145,152

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 202,171 278,880

為替換算調整勘定 △466,477 △33,375

その他の包括利益累計額合計 △264,306 245,504

新株予約権 16,213 19,725

少数株主持分 1,020,838 1,153,728

純資産合計 13,704,102 14,564,110

負債純資産合計 19,685,446 20,963,778
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年３月１日
　至　平成24年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年５月31日)

売上高 4,206,555 4,226,478

売上原価 3,189,605 3,277,142

売上総利益 1,016,949 949,335

販売費及び一般管理費 687,744 760,543

営業利益 329,204 188,792

営業外収益

受取利息 18,574 7,457

受取配当金 2,696 1,624

持分法による投資利益 115,380 21,220

為替差益 60,100 104,992

その他 42,921 47,347

営業外収益合計 239,672 182,642

営業外費用

支払利息 16,390 6,574

その他 3,544 4,307

営業外費用合計 19,935 10,881

経常利益 548,941 360,552

特別利益

固定資産売却益 3,122 501

特別利益合計 3,122 501

特別損失

固定資産除売却損 5,096 3,009

投資有価証券評価損 95,773 －

特別損失合計 100,870 3,009

税金等調整前四半期純利益 451,193 358,044

法人税、住民税及び事業税 58,384 68,659

法人税等調整額 △636 △12,210

法人税等合計 57,747 56,448

少数株主損益調整前四半期純利益 393,445 301,596

少数株主利益 46,596 31,183

四半期純利益 346,848 270,412
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年３月１日
　至　平成24年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 393,445 301,596

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △11,283 76,709

為替換算調整勘定 302,281 432,214

持分法適用会社に対する持分相当額 20,303 102,606

その他の包括利益合計 311,301 611,530

四半期包括利益 704,746 913,126

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 612,254 780,223

少数株主に係る四半期包括利益 92,491 132,903
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。 

 

 

【会計方針の変更等】

（減価償却方法の変更） 

　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成25年３月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　　これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。 

 

 

【会計上の見積りの変更】

　該当事項はありません。 

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間（自平成25年３月１日　至平成25年５月31日） 

該当事項はありません。

　

　

【財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ

・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの】

　該当事項はありません。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

　

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。　

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年３月１日
至  平成24年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年３月１日
至  平成25年５月31日）

減価償却費 207,591千円 223,454千円

のれんの償却額 721 1,246
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年３月１日　至平成24年５月31日）

１．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月24日

定時株主総会
普通株式 37,837 2  平成24年２月29日 平成24年５月25日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　該当事項はありません。　

　

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　　株主資本の金額について、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年３月１日　至平成25年５月31日）

１．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月22日

定時株主総会
普通株式 56,379 3  平成25年２月28日 平成25年５月23日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　該当事項はありません。　

　

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　　株主資本の金額について、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年３月１日　至平成24年５月31日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 報告セグメント　
その他
(注)１　

合計　
調整額
(注)２　

四半期連結
損益計算書
計上額　　
(注)３　

　 日本 アジア 北米 オセアニア 計

売上高         　
外部顧客への売

上高
2,630,146909,291253,347334,1434,126,92779,627  4,206,555 － 4,206,555

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

434,613121,634 14 － 556,2622,172   558,434△558,434 －

計 3,064,7591,030,925253,361334,1434,683,18981,799  4,764,989△558,4344,206,555

セグメント利益　　

　
187,391113,758 6,416 16,093323,6594,286   327,9461,257329,204

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州の現地法人の事業活動

であります。

　　 ２ セグメント利益の調整額1,257千円は、セグメント間取引消去であります。

　　 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。　

　　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年３月１日　至平成25年５月31日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 報告セグメント
その他
(注)１　

合計　
調整額
(注)２　

四半期連結
損益計算書
計上額　　
(注)３　

　 日本 アジア 北米・中米 オセアニア 計

売上高         　
外部顧客への売

上高
2,665,198880,783311,846295,1034,152,93173,547  4,226,478 － 4,226,478

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

394,057148,421 19 － 542,499 827   543,327△543,327 －

計 3,059,2551,029,204311,866295,1034,695,43074,375  4,769,805△543,3274,226,478

セグメント利益又

は損失（△）　　　
137,50640,908 18,171△31,110165,475 501   165,97622,815188,792

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州の現地法人の事業活動

であります。

　　 ２ セグメント利益の調整額22,815千円は、セグメント間取引消去であります。

　　 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。　
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

　

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。  

　

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年３月１日
至　平成24年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年３月１日
至　平成25年５月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 18円33銭 14円39銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 346,848 270,412

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 346,848 270,412

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,917 18,792

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円－銭 14円26銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） － 270,412

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） － 270,412

普通株式の期中平均株式数（千株） － 18,959

　（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

富士精工株式会社(E01503)

四半期報告書

16/17



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年７月12日

富士精工株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　千佳　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸田　好彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士精工株式会社

の平成25年３月１日から平成26年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年３月１日から平成

25年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成25年５月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士精工株式会社及び連結子会社の平成25年５月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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